
パネル調査とは 

Ａ．パネル調査とは何か 

（1） パネル調査は、年間消費支出額や貯蓄額等の調査項目に関して、同一個人を継続的

に追跡し時系列を把握する調査である。日本では、（財）家計経済研究所の調査が代

表的なパネル調査である。米国では、ミシガン大学やオハイオ州立大学が 1960 年代

後半から開始し、現在ではドイツ、イギリス、オランダ、フランス、スウェーデン

等のヨーロッパをはじめとする諸外国でも行われており、家計行動をはじめとする

社会・経済の事象の分析にはなくてはならない調査となっている。近年では、その

学術的意義が認められ、厚生労働省、慶應義塾大学 COE、大阪大学 COE、お茶の水

女子大学 COE などでもパネル調査が実施されている。 

（2） 家計調査や労働力調査などは、標本抽出を基に日本経済全体の動向を示す貴重な情

報を提供しているが、同一個人を追跡していない。そのため、例えば所得の低下は、

同一個人が繰り返して低下したためなのか、それとも多くの人々が一度ずつ低下し

たためなのかは、従来の調査では平均値の比較であるためはっきりしなかった。パ

ネル調査では、このことを明確に把握することが可能になる。 

 

Ｂ．対象と方法 

（1） 全国の 24～34 歳の女性を対象とした（調査第１年度（1993 年）時点）。これは、家

計行動の中で重要な位置を占める結婚や育児等の問題が、当該年齢の女性に主にか

かわっていることなどを考慮したためである。 

（2） 全国から 1,500 サンプルを抽出し、1993 年 10 月に留置法によって第１年度調査を実

施した。現在までのところ、前年からの回答率は約 95％を維持している。また、1997

年には全国の 24～27 歳の女性 500 サンプル、2003 年には 24 歳～29 歳の女性 836 サ

ンプルを上積みサンプルとして新たに加えている。 

（3） 今回発表する第 12年度分（2004年 10月実施）の回答者は、 

全体で 1,973人の女性（25歳～45歳、うち有配偶者 1,305人、無配偶者 668人） 

となっている。（これまでの回答者数の詳細は 3 ページを参照） 

（4） 調査内容は、家計については、収入・支出・貯蓄、借り入れ・消費者信用、耐久消

費財の保有状況、家計管理形態をたずね、また、生活行動・意識については、就業・

生活時間、生活上の出来事、転居と生活環境、結婚観と就業観など、非常に広範囲

に及んでいる。 

 

Ｃ．研究成果の発表 

「消費生活に関するパネル調査」の報告書は 11 月中旬に国立印刷局から刊行される予定

である。また、過去の調査報告書は国立印刷局から発行されている。 
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（所属は 2005 年 9 月時点） 

 

 



 

Ｅ．これまでの回答者数 
パネル 1－A［第 1 年度(1993 年 10 月)］:計 1,500 人（有配偶者 1,002 人、無配偶者 498 人） 
パネル 2－A［第 2 年度(1994 年 10 月)］:計 1,422 人（有配偶者 1,005 人、無配偶者 417 人） 

パネル 3－A［第 3 年度(1995 年 10 月)］:計 1,342 人（有配偶者 1,000 人、無配偶者 342 人） 
パネル 4－A［第 4 年度(1996 年 10 月)］:計 1,298 人（有配偶者 1,001 人、無配偶者 297 人） 
パネル 5－A［第 5 年度(1997 年 10 月)］:計 1,255 人（有配偶者  980 人、無配偶者 275 人） 
パネル 5－B［第 5 年度(1997 年 10 月)］:計 500 人（有配偶者  201 人、無配偶者 299 人） 
パネル 6－A［第 6 年度(1998 年 10 月)］:計 1,196 人（有配偶者  952 人、無配偶者 244 人） 
パネル 6－B［第 6 年度(1998 年 10 月)］:計 442 人（有配偶者  211 人、無配偶者 231 人） 
パネル 7－A［第 7 年度(1999 年 10 月)］:計 1,137 人（有配偶者  931 人、無配偶者 206 人） 
パネル 7－B［第 7 年度(1999 年 10 月)］:計 412 人（有配偶者  215 人、無配偶者 197 人） 
パネル 8－A［第 8 年度(2000 年 10 月)］:計 1,102 人（有配偶者  904 人、無配偶者 198 人） 
パネル 8－B［第 8 年度(2000 年 10 月)］:計 386 人（有配偶者  222 人、無配偶者 164 人） 
パネル 9－A［第 9 年度(2001 年 10 月)］:計 1,057 人（有配偶者  866 人、無配偶者 191 人） 
パネル 9－B［第 9 年度(2001 年 10 月)］:計 364 人（有配偶者  223 人、無配偶者 141 人） 
パネル 10－A［第 10 年度(2002 年 10 月)］:計 1,030 人（有配偶者  841 人、無配偶者 189 人） 
パネル 10－B［第 10 年度(2002 年 10 月)］:計 343 人（有配偶者  225 人、無配偶者 118 人） 
パネル 11－A［第 11 年度(2003 年 10 月)］:計 974 人（有配偶者  791 人、無配偶者 183 人） 
パネル 11－B［第 11 年度(2003 年 10 月)］:計 323 人（有配偶者  222 人、無配偶者 101 人） 
パネル 11－C［第 11 年度(2003 年 10 月)］:計 836 人（有配偶者  351 人、無配偶者 485 人） 
パネル 12－A［第 12 年度(2004 年 10 月)］:計 943 人（有配偶者  758 人、無配偶者 185 人） 
パネル 12－B［第 12 年度(2004 年 10 月)］:計 310 人（有配偶者 218 人、無配偶者 92 人） 
パネル 12－C［第 12 年度(2004 年 10 月)］:計 720 人（有配偶者  329 人、無配偶者 391 人） 
 

（注：パネル 2－A、パネル 3－A、パネル 4－A、パネル 5－A、パネル 6－A、パネル 6－B、パネル

7－A、パネル 7－B、パネル 8－A、パネル 8－B、パネル 9－A、パネル 9－B、パネル 10－A、パネ

ル 10－B、パネル 11－A については、復活サンプルを含む） 

 

 

 

 

 

 


